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東洋大学／福祉社会開発研究　12号（2020年3月）
５．おわりに
需給調整の必要性は、福祉・医療サービスの様々な
場面で高まっている。福祉･医療サービスの需給調整
という点では、マンパワーの問題があり、地域や時代
によって過少と過剰が入り混じる事態が発生している。
医師については、地域偏在が問題となる中で、医療計
画の中の医師確保計画、地域医療対策協議会等の対策
が講じられているが、その一つが医学部の地域枠のよ
うな医師養成の開始時点に着目した対応である。地域
枠の背景には、医師の偏在があるが、医師の開業場所
を強制することは、自由開業医制との関係で困難であ
るだけでなく、職業選択の自由への抵触の問題を喚起
することがある。
このような専門職養成の議論には、常に職業選択の
自由の問題が内在しており、医師に限定される問題で
はない。例えば、柔道整復師の養成施設の関係である。
柔道整復師養成施設指定申請に対して，過剰供給を理
由に厚生大臣が行った指定拒否処分が裁判所によって
取り消され、それ以降養成施設が増加したことはつと
に有名である34)。裁判所は、指定基準を満たしている場
合に指定を拒否する規定がないことから、裁量権の逸
脱を理由に挙げているが、被告は、柔道整復等営業法
が制定の経緯から社会政策立法としての性格を有する
ことを主張している。確かに養成施設の指定に関して、
需給調整を根拠付ける規定は存在しないが、このよう
な行政の運用や主張の根底には、過剰供給が医療費の
増大に繋がり、ひいては国民の負担に跳ね返ることへ
の懸念がある35)。逆に介護福祉士の養成施設の入学者の
ように過少供給もあったりすることから、専門職の養
成には過剰と過少の両睨みでの需給調整規定が本来必
34）	福岡地判平成10年8月27日判タ987号157頁	
35）	判決にでも指摘されているが、あんまマッサージ指圧師、
はり師、きゅう師等に関する法律では、視覚障害者のあんまマッサー
ジ指圧師の資格取得者の生計の維持が困難とならないよう学校・養
成施設の承認をしないことができるようになっている（19条）。この
限りでは、資格法で需給調整規定を置くことはあり得ることになる。
要となる。ところが、伝統的な衛生規制の体系をとる
資格法は、必ずしも法律が社会政策立法に相応しい建
付けになっていないことに問題の本質がある36)。
その点では、専門職の養成のみならず福祉･医療サー
ビスの様々な局面において需給調整に関する仕組みを
検討する必要性が高まっていることになる。
薬局の距離制限、保険医療機関の指定拒否等の制度
において、職業選択の自由が問題となるのであれば、
主体規制はより直接的な参入規制であり、立法事実も
含め、その正当性が強く問われることになる。すなわち、
営利法人の参入規制との関係でいえば、当該規制の目
的と手段との関係が問題となる。仮に規制緩和や職業
選択の自由のような自由を重視するロジックに対して、
主体規制を通じて守ろうとする価値が重要であるなら
ば、それ相応の理論が求められることになる。
なお、本稿は、JSPS科研費18G0130の助成を受けた研
究成果の一部である37)。
36)	 柔道整復師んついてであるが、屋宮憲夫「柔道整復師養成施設の不
指定処分取消事件」公正取引578号64頁は、整復師の適正数の維持と
その養成施設の制限が論理的に直接結びつくものではなく、競争政
策上も問題が多いことを指摘する。
37）	本 稿については、2019年11月16日の東京社会保障法研究会
において報告を行っており、その際出席者の方から有益な助言や示
唆をいただいたことに感謝申し上げたい。
